
町内の産業振興、起業支援及び定住促進を目的に、町内で起業をする方へ補助を行います。 

                                 

 

 

 

補助内容・補助率 ※審査・査定により対象外・減額となる場合があります。 

○事業所等開設支援事業…起業を目的として、事業所等の設備・備品の購入等開設等に係る事業 

 補助率：対象事業費の２分の１以内（上限額７０万円） 

 例）設備・備品の購入（消耗品等は除く。）、事業開始に係る経費 等 

 

○経営支援事業…起業を目的として行う、市場調査・販売促進等経営の安定に向けて行う事業 

 補助率：対象事業費の２分の１以内（上限額３０万円） 

 例）経営指導に係る経費、市場調査費、展示会等の出展費、販売促進に係る経費 等 

 

補助対象者  

年度内に起業を予定している方または１年以内に起業された方で、以下のすべてに該当する方。 

・町内に事業所等を設置し、又は設置しようとする者 

・町内に住所を有する者又は実績報告を提出する日の前日までに町内に住所を有する者 

・山ノ内町商工会の起業相談及び指導を受けた事業計画を有し、継続発展する見込みのある事業を起業する者 

・特定創業支援等事業による支援を受けた者、又は補助事業完了までに受ける者 

・町税等の滞納がない者。なお、転入者にあっては旧住所地の市区町村税等についても滞納がない者 

・山ノ内町暴力団排除条例（平成 24年条例第 22号）第２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者でない者 

 

申請の流れ ※事前に山ノ内町商工会へ起業相談及び事業計画書作成の指導を受けてください。 
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事業を営んでいない個人が、開業の届

出又は新たに法人を設立し、新しく事

業を起こすことをいいます。 

起業とは… 

⑥補助金支払 

⑤補助金請求書 

④交付額の確定 

③実績報告 

②交付決定（決定後変更があった時は変更届の提出が必要です。） 

①交付申請（郵送での受付はしておりませんので、役場へ直接ご提

出ください。審査に時間がかかる場合がありますので、起業予定日

までに余裕をもって提出してください。） 

 

⑦状況報告（翌年度から５年間） 

※補助金交付後５年以内で転出または事業中止等の場合は、補助金を返還していただきます。 



対象とならない者 ※対象要件を満たしている場合でも、下記の場合は補助対象となりません。 

・事業所等が町内での移転と認められる者 

・他の者が行っていた事業を継承して行い、又は行おうとする者 

・事業の実施に関して、法令等に基づき、許認可が必要であるにもかかわらず、その許認可を受けていない者 

・仮設又は臨時の事業所等で事業を行い、又は行おうとする者 

・反社会的な活動を行う者その他の社会通念に照らし補助することが不適当である者 

・フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づき事業を行う者 

・山ノ内町空き家等再生事業補助金交付要綱に定める補助金の交付を受けたことがある者または受ける者 

（※重点的推進事項に該当すると認められるものは除く） 

・その他町長が適切でないと認める者 

 

対象業種 ※日本標準産業分類（平成 21年総務省告示第 175号）に揚げる業種のうち、次に掲げるもの。 

建設業、製造業、情報通信業、卸売業、小売業、学術研究、専門・技術サービス業、宿泊業、飲食サービス業、 

生活関連サービス業、教育、学習支援業、サービス業（他に分類されないもの） 

 

★補助金についての詳細や申請書等のダウンロード、必要添付書類等については、山ノ内町ホーム

ページをご覧いただくか、下記問合せ先までご連絡ください。 
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(1) 学術研究、専門・技術サービス業のうち下記のもの 

・学術・開発研究機関（中分類 71） 

・専門サービス業（他に分類されないもの）（中分類 72）のうち、管理、補助的経済活動を

行う事業所、法律事務所、特許事務所、公証人役場、司法書士事務所、土地家屋調査士

事務所、行政書士事務所、公認会計士事務所、税理士事務所、社会保険労務士事務所 

・その他のサービス業（小分類 729）のうち、興信所、不動産鑑定業、他に分類されない専

門サービス業 

・技術サービス業（他に分類されないもの）（中分類 74）のうち、管理、補助的経済活動を

行う事業所、獣医業、土木建築サービス業、機械設計業、商品・非破壊検査業、計量証

明業、その他の技術サービス業 

(2) 生活関連サービス業のうち、娯楽業（中分類 80） 

(3) サービス業（他に分類されないもの）のうち、廃棄物処理業（中分類 88）、職業紹介・労

働者派遣業（中分類 91）、政治・経済・文化団体（中分類 93）、宗教（中分類 94）、その

他のサービス業（中分類 95） 

(4) その他下記に該当するもの 

・風俗営業・性風俗関連特殊営業等、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和 23年法律第 122号）により規制の対象となるもの 

・集金業、取立業（公共料金又はこれに準ずるものを除く）（細分類 9299に含まれるもの） 

・NPO法人、ボランティア活動、財団法人、社団法人などの他、町長が適当でないと認める

業種 

問合せ先：山ノ内町経済振興課経済振興係 

TEL：0269‐33‐1107 FAX：0269‐33‐1104 

E-mail:kanko@town.yamanouchi.lg.jp 


